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世界の人口増加とエネルギー需給 
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大気中の二酸化炭素濃度は増加している 
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二酸化炭素の急激な放出は20世紀後半 





再生可能エネルギーが 

貢献可能 

[環境保全] 

・温室効果ガス削減 

・SOx,NOx削減 

[エネルギーセキュリティー] 

・エネルギー多様化 

・国産エネルギー 

[経済効果] 

・雇用創出 

・地域経済の活性化 

再生可能エネルギーの役割 



再生可能エネルギーとは 



再生可能エネルギーアイコン 
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世界の再生可能エネルギー導入状況 

2015年は、再エネにとって記録的な年に 

① 年間導入量が過去最大に ② 世界全体の既存発電設備容量で、
再エネ（含水力）が石炭火力発電
を超えた 

年間導入量について、水力が減速する
中、風力と太陽光の伸びが著しい 
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（IEA中期再生可能エネルギー市場レポート2016より） 



 太陽光：2009年以降のモジュール価格の低減、これと並行した導入量の拡大とFIT価格
の引き下げ等により、大幅に発電コストが低減。 

 風力：1980～90年代にかけて、発電設備の大型化、市場の拡大により、発電コストは
大幅に低減。原材料費高騰等による風車価格の上昇により、一時期鈍化。2010年頃か
ら、更なる大型化、風力新興国での導入等によりコスト低減が進む。 
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世界の風力発電の発電コスト推移 世界の太陽光発電の発電コスト推移 
（円/kWh） 

出典：Bloomberg new energy financeより 
為替レート：日本銀行基準外国為替相場及び裁定外国為替相場 
（平成29年5月中において適用：1ドル＝113円、1ユーロ＝121円） 
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出典: Renewable Energy Division, International Energy Agency (2016) 

最近の再エネ発電の入札結果 

太陽光・風力ともに、10円/kWh以下での売電契約が広がる。 



 

 

入札時期 国 サイト名 規模 価格 

2015. 2 デンマーク 
Horns Reef 3  
(Vattenfall) 

406 MW 104 EUR/MWh 

2016.2 オランダ 
Borssele 1+2 

(DONG) 
350MW × 2 72.7 EUR/MWh 

2016.9  デンマーク 
Danish Nearshore 

(Vattenfall) 
350MW 63.7 EUR/MWh 

2016.11 デンマーク 
Kriegers Flak 
(Vattenfall) 

600MW 49.9 EUR/MWh 

2016.12 オランダ 
Borssele 3+4 

(Shell, Van Oord, 
Eneco, 三菱商事) 

350MW × 2 54.5 EUR/MWh 

2017.4 

ドイツ 
Gode Wind III 

（DONG） 
110MW 60.0 EUR/MWh 

ドイツ 
Borkum Riffgrund  

West II + OWP West 
(DONG) 

240MW + 
240MW 

市場価格 
（補助金ゼロ） 

ドイツ 
He Dreiht 
(EnBW) 

900MW 
市場価格 

（補助金ゼロ） 

（出典）MHI Vestas社調査 

近年、欧州では、洋上風力発電の入札価格が急激に低下している 

洋上風力発電の価格低下 



再エネ(水力除く), 24.5  再エネ(水力除く), 26.1  

再エネ(水力除く), 18.5  

再エネ(水力除く), 5.6  再エネ(水力除く), 7.3  再エネ(水力除く), 6 

水力, 3.1  

水力, 14.2  

水力, 1.8  

水力, 11.3  水力, 6.1  水力, 8.6 

石炭, 45.8  
石炭, 16.5  

石炭, 30.4  

石炭, 2.2  

石炭, 39.7  

石炭, 31.9 

石油その他, 0.9  

石油その他, 5.1  

石油その他, 0.5  

石油その他, 0.3  

石油その他, 0.9  石油その他, 12.2 

天然ガス, 10.0  

天然ガス, 17.2  

天然ガス, 30.0  

天然ガス, 2.3  

天然ガス, 26.9  

天然ガス, 40.5 

原子力, 15.6  
原子力, 20.8  原子力, 19.0  

原子力, 78.4  

原子力, 19.2  

原子力, 0.9  
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主要再エネ 
※水力除く 風力9.2％ 風力19.2％ 風力9.5％ 風力3.1％ 風力4.2％ 太陽光3.4％ 

目標年 2030年 2020年 2020年 2030年 2035年 2030年 

再エネ導入 

目標比率 
 

50％以上 
総電力比率 

40％ 
総電力比率 

31％ 
総電力比率 

40％ 
総電力比率 

80％ 
クリーンエネルギー 

（原発含む）総電力比率 

22～24％ 
総電力比率 

再エネ
27.6% 

再エネ
40.3% 

再エネ
13.4% 

再エネ
14.6% 

再エネ
20.3% 

再エネ
16.9% 

主要国の再生可能エネルギーの発電比率 



 ２０３０年度のエネルギーミックス（再エネ22－24％）を目指し、 

     最大限の導入に取り組む。 

2030年のエネルギーミックス 

２０３０年度 

ベースロード比率 
：５６％程度 

水力 8.8 
    ～9.2％程度 

風力 1.7％程度 

地熱 1.０ 
    ～1.１％程度 

太陽光 
7.0％程度 

    ﾊﾞｲｵﾏｽ  
3.７～4.６％程度 

１０，６５０億kWh（電力需要＋送配電ロス等） 

＜電源構成＞ 

２０１０年度 

原子力 ２５％ 

再エネ １０％ 

２０１３年度 

火力全体：８７％ 
ＬＮＧ ４０％ 
石油 １６％ 
石炭 ３１％ 

再エネ １２％ 

原子力 １％ 

原子力 
２２～２０％程度 

火力全体：５６％程度 
ＬＮＧ ２７％程度 
石油  ３％程度 
石炭 ２６％程度 

 

再エネ 
２２～２４％程度 

火力全体：６５％ 
ＬＮＧ ２９％ 
石油 １０％ 
石炭 ２６％ 



（JPEA出荷統計、NEDOの風力発電設備実績統計、包蔵水力調査、地熱発電の現状
と動向、RPS制度・固定価格買取制度認定実績等より資源エネルギー庁作成） 
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再生可能エネルギー等による設備容量の推移 

年平均伸び率
２９％ 

年度 

※１ 

※１ 大規模水力は除く 

固定価格買取制度導入後の賦課金等の推移 

2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2030年度 

買取費用 

（賦課金） 

約4800億円 

約9000億円 

約2兆3000億円 

(約3300億円) 

(約6500億円) 

(約1兆8000億円) 

約1兆8400億円 

(約1兆3200億円) 

賦課金 
単価 

0.22 
円/kWh 

1.58 
円/kWh 

0.35 
円/kWh 

0.75 
円/kWh 

2.25 
円/kWh 

エネルギーミックス 
における 

FIT買取費用 
3.7兆円～4.0兆円 

(91円/月) (195円/月) (410円/月) (585円/月) 

約2兆7045億円 

(約2兆1404億円) 

（686円/月) 

2.64 
円/kWh 

(57円/月) 
標準家庭 

月額負担額 

再生可能エネルギー導入拡大と国民負担 

 ２０１２年７月の固定価格買取制度開始後、再エネ導入量が約２．５倍に拡大。 

 他方、国民負担が増大。２０１７年度の賦課金総額は約２．１兆円、標準家庭（使用

量260kwh/月）で、６８６円/月（８２３２円/年）。 



火力全体：６５％ 
ＬＮＧ ２９％ 
石油 １０％ 
石炭 ２６％ 

再エネ 1０％ 

２０３０年度 

ベースロード比率 
：５６％程度 

水力 8.8 
    ～9.2％程度 

風力 1.7％程度 

地熱 1.０ 
    ～1.１％程度 

太陽光 
7.0％程度 

    ﾊﾞｲｵﾏｽ  
3.７～4.６％程度 

１０，６５０億kWh（電力需要＋送配電ロス等） 

＜電源構成＞ 

２０１０年度 

原子力 ２５％ 

原子力 １％ 

再エネ １２％ 

火力全体：８７％ 
ＬＮＧ ４０％ 
石油 １６％ 
石炭 ３１％ 

２０１３年度 

原子力 
２２～２０％程度 

火力全体：５６％程度 
ＬＮＧ ２７％程度 
石油   ３％程度 
石炭 ２６％程度 

 

再エネ 
２２～２４％程度 

現在の水準
[A] 

（2016年10月：推計値） 

ミックスの水準
[B] 

（2030年度） 

B/A 
(最大) 

太陽光 3668万kW 6400万kW 約1.7倍 

風力 319万kW 1000万kW 約3.2倍 

地熱 51万kW 140～155万kW 約2.9倍 

水力 4811万kW 
4847～4931万

kW 
約1.0倍 

バイオ
マス 305万kW 602～728万kW 約2.4倍 

20 
「エネルギーミックス」実現への道のり 



＜２０１６年１２月末時点における再生可能エネルギー発電設備の導入状況＞ 

※  バイオマスは、認定時のバイオマス比率を乗じて得た推計値を集計。 
※  各内訳ごとに、四捨五入しているため、合計において一致しない場合があります。 

設備導入量（運転を開始したもの） 

再生可能 

エネル
ギー 

発電設備 

の種類 

固定価格買取 

制度導入前 固定価格買取制度導入後 

平成24年６月末 

までの累積導入量 

 

平成24年度 

の 

導入量 
（７月～３月末） 

平成25年度 

の 

導入量 

 

平成26年度 

の 

導入量 

 

 

平成27年度 

の 

導入量 
 

 

平成28年度 
の 

導入量 
（1２月末まで） 

 

制度開始後 

合計 

太陽光 

（住宅） 
約４７０万ｋＷ 

９６．９万ｋＷ 
（211,005件） 

１３０．７万ｋＷ 
（288,118件） 

８２．１万ｋＷ 
（206,921件） 

８５．４万ｋＷ 
（178,721件） 

５９．４万ｋＷ 
（120,426件） 

４５４．５万ｋＷ 
（１，００５，１９１

件） 

太陽光 

（非住宅） 
約９０万ｋＷ 

７０．４万ｋＷ 
（17,407件） 

５７３．５万ｋＷ 
（103,062件） 

８５７．２万ｋＷ 
（154,986件） 

８３０．６万ｋＷ 
（116,700件） 

４１８．４万ｋＷ 
(55,794件） 

２７４６．５万ｋＷ 
（４４７，９４９件） 

風力 約２６０万ｋＷ 
６．３万ｋＷ 

（5件） 
４．７万ｋＷ 

（14件） 
２２．１万ｋＷ 

（26件） 
１４．８万ｋＷ 

（61件） 
１６．３万ｋＷ 

（69件） 
６４．２万ｋＷ 
（１７５件） 

地熱 約５０万ｋＷ 
０．１万ｋＷ 

（1件） 
０万ｋＷ 
（1件） 

０．４万ｋＷ 
（9件） 

０．５万ｋＷ 
（10件） 

０万ｋＷ 
（7件） 

１．０万ｋＷ 
（２８件） 

中小水力 約９６０万ｋＷ 
０．２万ｋＷ 

（13件） 
０．４万ｋＷ 

（27件） 
８．３万ｋＷ 

（55件） 
７．１万ｋＷ 

（90件） 
６．９万ｋＷ 

（79件） 
２２．９万ｋＷ 
（２６４件） 

バイオマス 約２３０万ｋＷ 
１．７万ｋＷ 

（9件） 
４．９万ｋＷ 

（38件） 
１５．８万ｋＷ 

（48件） 
２９．４万ｋＷ 

（56件） 
２５．０万ｋＷ 

（54件） 
７６．８万ｋＷ 
（２０５件） 

合計 約２，０６０万ｋＷ 
１７５．６万ｋＷ 
（228,440件） 

７１４．２万ｋＷ 
（391,260件） 

９８６．０万ｋＷ 
（362,045件） 

９６７．７万ｋＷ 
（295,638件） 

５２２．４万ｋＷ 
（176,429件） 

３３６５．９万ｋＷ 

（１，４５３，８１２
件） 

認定容量 
固定価格買取制度導入

後 

平成24年7月～ 
   平成28年12月末 

５３０．８万ｋＷ 
（１，１５９，８４５

件） 

７，５５２．５万ｋＷ 
（８９４，８０４件） 

３０７．８万ｋＷ 
（３，７６６件） 

７．９万ｋＷ 
（９２件） 

７９．５万ｋＷ 
（５３５件） 

３９８．７万ｋＷ 
（４６７件） 

８，８７７．３万ｋＷ
（２,０６７,０８４件) 

37.9％ 

各電源の導入・認定状況 
 ２０１２年７月の固定価格買取制度開始後、平成２８年１２月時点で、新たに運転を開始した設備は 

  約３３６５．８万ｋＷ（制度開始前と比較して約１．６倍）。 

 制度開始後、認定された容量のうち、運転開始済量の割合は約３７．９%。 

 制度開始後の導入量、認定量ともに太陽光が９割以上を占める。 
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太陽光に偏った導入 
 太陽光発電の認定量が約9割 

 未稼働の太陽光案件（31万件） 

1．新認定制度の創設 
 未稼働案件の排除と、新たな未稼働案
件発生を防止する仕組み 

 適切な事業実施を確保する仕組み 

２．コスト効率的な導入 
 大規模太陽光発電の入札制度 

 中長期的な価格目標の設定  

３．リードタイムの長い電源
の導入 
 複数年買取価格を予め提示 

顕在化してきた課題 

改正FIT法：２０１６年５月成立、２０１７年４月施行 

2012年７月 固定価格買取制度開始 
（制度開始後、導入量が2.5倍に増加） 

再エネ最大限の導入と国民負担抑制の両立 

エネルギーミックス：22～24％の達成に向けて（2030年度） 

FIT制度（固定価格買取制度）の見直し 

４．減免制度の見直し 
 国際競争力維持・強化、省エネ努力

の確認等による減免率の見直し 

 

５．送配電買取への移行 
 ＦＩＴ電気の買取義務者を小売事

業者から送配電事業者に変更 

 電力の広域融通により導入拡大 

 

国民負担の増大 
 買取費用は2016年度に約2.3兆円 

 ミックスでは2030年に3.7～4.0兆円を想定 

電力システム改革 
 小売自由化や広域融通とバランスを

取った仕組み 



 未稼働案件の発生の防止のため、系統の接続契約の締結を条件に「認定」。 
 ※事業用太陽光は認定後３年以内の運転開始が必要（超過した場合は買取期間短縮） 

 
 旧制度の適用を受けた事業者のうち、平成２９年３月３１日までに系統の接続契約
ができていないものは、その認定が失効。 

＜未稼働案件＞ 
認定年度 

（10kW以上の買取価格） 
未稼働件数／認定件数 未稼働出力／認定出力 

H24年度（40円） 約5.6万件／約45.2万件  （12%） 約587万kW／約1,740万kW  （34%） 

H25年度（36円） 約25.7万件／約70.0万件  （37%） 約2,605万kW／約3,730万kW （70%） 

H26年度（32円） 約16.3万件／約47.4万件  （34%） 約1,375万kW／約1,816万kW （76%） 

H27年度（29円･27円） 約11.1万件／約26.3万件   （42%） 約523万kW／約635万kW   （82%） 

＜現行の認定時期＞ 

系統の接続契約締結 
（連系承諾＋ 

工事費負担金契約） 

運転 
開始 

認定 
取得 

系統接続
の申込 

運転 
開始 

事業化
検討 

事業 
認定 

＜新認定制度＞ 

事業用太陽光は3年以内に 
運転開始 

（平成28年４月時点） 

認定の仕組みの見直し①：接続契約と運転開始期限 

工事等 

系統接続の調整  
系統接続
の申込 

系統接続の調整  

事業化
検討 

系統の接続契約締結 
（連系承諾＋ 

工事費負担金契約） 

工事等 



 今回のＦＩＴ法の改正で、原則として、平成29年3月31日までに系統の接続契約ができな
いものは、改正ＦＩＴ法施行日（平成29年4月1日）に認定が失効。 

 （例外：①平成28年7月1日以降に認定を取得した者は、認定から9ヶ月間 
     ②系統入札プロセス等に参加していた・参加中の者は、プロセス終了後6ヶ月間） 

 
 今回、平成29年4月1日時点の認定失効の件数等について、一定の条件の下で試算を行い、 
    暫定推計値を算出。 

  ＜認定失効見込み＞  

※実際には、B以外にも平成29年3月末までに接続契約を締結した案件もあるため、 
   平成29年4月1日時点の認定失効はこれよりも小さくなると考えられる。 

平成28年6月末の 
FIT認定数（新規＋移行） 

  平成28年6月までに接続申込を行った 
案件のうち、平成29年3月末の 

接続契約締結済数 
 

  【 】内は系統入札プロセス等対象(Bの外数) 

認定失効見込み ※ 
A－（B＋C） 

315.2万件 10,649万kW 
269.5万件 7,356万kW  
【0.2万件 527万kW】 

45.6万件 2,766万kW 

A 
B 

C 

改正ＦＩＴ法施行に伴う認定失効について（暫定推計値） 



電源別事業計画策定ガイドライン 

 従来の「設備認定」から「事業計画認定」に変更 

 メンテナンスや設備撤去・処分等の計画の適切性も含めて審査の上、認定。 

 旧法下で認定を受けている事業者も、本年9月30日までに「事業計画」の提出が必要。 

遵守事項 推奨事項 
（法令の白地部分） （FIT法独自の基準） （関係法令に依拠する基準） 

保守点検及び維持管理 

第三者がみだりに近づかない措置（柵塀の設置等） 

標識の掲示 

発電設備の適切な処分 

地域住民への事前説明 自治体への事前説明 

設計・施工 

   ＜事業計画策定ガイドライン記載事項の整理（全電源共通事項）＞ 

＜電源毎のトピック＞ 

設備の更新 

•民間ガイドライン等を参考とした、適切な保守点検及び維持管理の実施    
（電事法の一部の規制が適用されない50kW未満も対象） 
•民間ガイドライン等を参考とした、適切な設計・施工 
•周辺環境への反射、騒音等に対する適切な措置 

太陽光 

•風況、落雷、着氷等の気象条件等についての事前調査の実施 
•適切な保守点検及び維持管理の実施（電事法の一部の規制が適用されない
20kW未満も対象） 

風力 

•湧出量や温度等の推移を把握するための源泉モニタリングの実施 

•植生や家屋等への影響を把握するための蒸気の大気放散のモニタリングの実施 

•地元の自治体、地域住民、温泉事業者等との関係構築 

地熱 

•燃料となるバイオマスを安定的に調達できる体制の構築 
•同一種類のバイオマスを利用している既存事業者への配慮 バイオマス 

•水利使用に係る手続の適切な実施 中小水力 

パブリックコメント中 認定の仕組みの見直し②：「事業計画」の認定 



 発電設備の設置の増加に伴い、土地利用に関する防災上の懸念や地域住民とのトラブルが生じているケース
もあり、土地利用規制の遵守や地域社会との共生が不可欠。 

 改正FIT法においては、土地利用や安全性に関する他法令を遵守を求める。関係法令に違反した事案につい
て、 

     改善命令を行い、認定取消を行うことが出来る仕組みとする。 

 認定情報を広く公表する。 
（平成２８年４月１日、当該関係法令に基づく業務を行う地方自治体や関係省庁に対し、認定情報を提供す
るシステムの運用を開始した。） 

＜自治体・関係省庁への情報提供システム＞ 

情報提供システムは平成２８年４月１日から運用開始 

経済産業省 

Ａ自治体 

Ｂ自治体 

Ｃ関係省庁 

②閲覧権限付与 

①閲覧権限付与申請 

③閲覧 

③閲覧 

③閲覧 

A自治体内の認定申請情報 

B自治体内の認定申請情報 

C関係省庁関連の認定申請情報 

認定情報 データベース登録 
発
電
事
業
者 

認定 

申請 

強風による事故事例 

＜他法令の遵守の担保＞ 

 他法令遵守の担保 

 他法令違反時に改善命令・認定取消し 

 
 太陽光発電設備については、電気事業法に基づき、風荷

重等に対し損壊しないよう強度の基準を定めているが、群
馬県での突風や九州での台風による事故などが発生。 

   認定の仕組みの見直し③：地域との共生（関係法令の遵守) 



＜太陽光＞ 
・FITからの自立を目指し、以下の水準を達成。 
・非住宅用太陽光： 2020年で発電コスト14円/kWh、 
                          2030年で発電コスト7円/kWh 
・住宅用太陽光：    2019年でFIT価格が家庭用電気料金並み、 
                 2020年以降、早期に売電価格が電力市場価格並み 
 

＜風力＞ 
・20kW以上陸上風力：          2030年までに、発電コスト8～9円/kWhを実現、FITから自立した形での導入を目指す。 
・20kW未満の小型風力発電： 導入動向を見極めながら、コスト低減を促し、FITからの中長期的な自立化を図る。 
・洋上風力発電：          導入環境整備を進めつつ、FITからの中長期的な自立化を図る。 
 

＜地熱＞ 
・当面は、FITに加え、地元理解促進や環境影響評価手続の迅速化等により、大規模案件の開発を円滑化。 
・中長期的には、技術開発等により開発リスク・コストを低減し、 FITからの自立化を図る。 
 

＜中小水力＞ 
・当面はFITに加え、流量調査等によるリスク低減を進め、新規地点開発を促進。 
・新規地点開発後は低コストで発電可能であることも踏まえ、技術開発によるコスト低減等を進め、 
  FITからの中長期的な自立化を図る。 
 
＜バイオマス＞ 
・燃料の集材の効率化等の政策と連携を進めながら、FITからの中長期的な自立化を図る。 
 

 FIT法改正により、電源毎に中長期的な価格目標を設定することとなっており、これを通じて、 

     事業者の努力やイノベーションによるコスト低減を促すこととしている。具体的な目標は以下のとおり。 

中長期的な価格目標 



平成 
24年度 

平成 
25年度 

平成 
26年度 

平成 
27年度 

平成 
28年度 

平成 
29年度 

平成 
30年度 

平成 
31年度 

事業用太陽光 
(10kW以上) 

住宅用太陽光 
（10kW未満） 

 
 

風力 

 
地熱 

 
 

水力 

 
 
 
 

バイオマス 

２２円(20kW以上) 

５５円(20kW未満) 

４０円 ３６円 ３２円 
２９円 
２７円 

３６円(洋上風力) 

２６円(15000kW以上) 

４０円(15000kW未満) 

２４円(1000kW以上30000kW未満) 

２９円(200kW以上1000kW未満) 

３４円(200kW未満) 

４２円 ３８円 ３７円 
３３円 
３５円 

３９円（メタン発酵ガス） 

 

３２円(間伐材等由来の木質バイオマス) 

２４円(一般木質バイオマス・農作物残さ) 

１３円(建設資材廃棄物) 

１７円(一般廃棄物・その他のバイオマス) 

４０円 
(2000kW未満) 

３２円 
 (2000kW以上) 

※1 7/1～（利潤配慮期間終了後） 
※1 

※2 

※2 出力制御対応機器設置義務あり 

３１円 
３３円 

２４円 

※2 

(間伐材等 
由来の木質 
バイオマス) 

２１円 
※3  ２MW以上は入札（平成29年10月に第１回予定） 

今年度では 
決定せず 

２８円 
３０円 

※2 

２６円 
２８円 

※2 

２４円 
２６円 

※2 

※3 

21
円 

(20kW以上) 

２０円 
(20kW以上) 

１９円 
(20kW以上) ※4 

※4 ※4 

※4 

２０円(5000kW以上30000kW未満) 

２７円 (1000kW以上5000kW未満) 

２１円 (20000W以上) 
 

２４円(20000kW未満) 

※4 ※4 

※4 

※4 

据え置き 

据え置き 

据え置き 

据え置き 

据え置き 

据え置き 

据え置き 

据え置き 

据え置き 

据え置き 

※4 

※４  風力・地熱・水力のリプレースについては、別途、新規認定より低い買取価格を適用。 

今年度では 
決定せず 

22
円 

(20kW以上) 

※4 

２4
円 

今年度では 
決定せず 

今年度では 
決定せず 

２4
円 

調 達 価 格 



 系統制約、環境アセスメントや地元調整等の開発段階での高い調整コストにより、FIT開始後も導入
量は伸びていない。また、世界的にコストが低減する流れの中で、発電コストが高止まっている。 

 このため、今般の改正FIT法において、①複数年度分の買取価格を決定し、②事業者のイノベーショ
ンを促すための中長期的な価格目標を設定したところ（2030年 発電コスト 8～9/kWh）。 

 着実にコストを低減させていくためにどのような施策が有効か。また、地元調整の円滑化や、ポテン
シャルの大きい洋上風力の推進のためには、どのような環境整備が必要か。また、小形風力（20kW
未満）については、調整コスト等が低く導入が容易なため導入量・認定量が急増している一方で、安
全上のトラブル等が発生していることをどのように考えるか。 

FIT導入前 
FIT後 

導入量 ※ 
認定量 ※ 

ミックス 
水準 

260万kW 
 

64.2万kW 
 

小形風力件数 
115件 

307.8万kW 
 

小形風力件数 
3483件 

1000万kW 

平成24年度 平成29年度 

20kW以上 22円 22円/21円 

20kW未満 55円 55円 

洋上 － 36円 

＜買取価格＞ ＜導入量・認定量・ミックス水準＞ 

※平成28年12月時点 

風力発電の現状と課題（第1回大量導入研究会資料より） 



 新FIT法施行の節目に当たり、省エネルギー・新エネルギー部長の研究会として、「再生可能エネルギーの
大量導入時代における政策課題に関する研究会」（座長：山地憲治 公益財団法人地球環境産業技術研究
機構 理事・研究所長）を設置。5月25日より検討開始。 

課題 問題意識の方向性 

再エネのコスト
競争力 

◆世界的に見て高水準の日本の発電コスト。再エネの大量導入を図るためには、
改正FIT法、研究開発の推進により、発電コストの抜本的な低下が前提条件。 

◆大量導入にあたっては、送電網（系統）の増強に伴う追加コストや出力変動
に対応するための費用の増加なども含めた社会コストを最小化するという視
点が不可欠。 

再エネの自立化 

◆再エネの大量導入にあたっては「自立化が不可欠。一方で、自立化への道筋
にあたっては、きめ細かい対応が必要。 

① FIP制度、市場直売制度等の評価 
② 自家消費中心モデル（太陽光＋蓄電池）の推進 
③ 立地制約のある電源（洋上風力、地熱など）の導入促進 

系統制約 

◆再エネの大量導入を円滑に進めるにあたっての、電力系統の運用・整備のあ
り方を再整理。 

① 既存系統の最大限の活用 
② 出力制御の最小化と公平性・予見可能性確保 
③ 系統増強の在り方（増強判断及び費用負担） 
④ 適切な調整力の確保 

   再生可能エネルギーの大量導入時代における政策課題に関する研究会 



コ ン テ ン ツ 

１．地球温暖化と再生可能エネルギー 

２．「再生可能エネルギー」が置かれた現状 

３．新FIT制度の施行 

４．関東中心の熱利用の導入事例紹介 

５．好事例の紹介 

６．おわりに 



関東中心の熱利用の導入事例紹介 



太陽エネルギー 

群馬県 

安中市 



東京都 
杉並区 

太陽熱エネルギー 



雪氷エネルギー 

新潟県 

津南町 



新潟県  

阿賀町 

雪氷熱利用 



バイオマスエネルギー 

茨城県 

つくば市 



バイオマスエネルギー 

茨城県 

坂東市 



滋賀県 

愛荘街 

バイオマス熱利用 



バイオマス燃料製造 

群馬県 

千代田町 



地中熱エネルギー 

埼玉県 

春日部市 



地中熱エネルギー 

東京都 

墨田区 



東京都 

立川市 

地中熱利用 



温度差エネルギー （河川水利用） 

大阪市
北区 

中之島   



山形県 
最上町 

温度差エネルギー (温泉廃熱利用） 



複合エネルギー (太陽熱と地下水利用） 

千葉県 

富津市 



山口県 

山陽小野田市 

太陽熱・地中熱・太陽光発電 複合利用 



コ ン テ ン ツ 

１．地球温暖化と再生可能エネルギー 

２．「再生可能エネルギー」が置かれた現状 

３．新FIT制度の施行 

４．関東中心の熱利用の導入事例紹介 

５．好事例の紹介（2／3補助） 

６．おわりに 



 YAMAGATA DESIGN 株式会社  
 サイエンスパーク宿泊滞在施設・子育て支援施設への      
 地中熱利用による 空調設備及び消雪設備導入事業 

5
0 

ランドスケープ上に浮かぶ宿泊滞在施設外観イメージ 
中央には憩いの中心となる共用棟、左右に客室の集まる宿泊棟がある。 

©2017 YAMAGATA DESIGN Co., Ltd     



 対象施設 

5
1 

子育て支援施設外観イメージ 
広大な外部のあそび場エリアと一体的につながるように計画。 
こども達は外も中も自由に走り回ることができる。 

©2017 YAMAGATA DESIGN Co., Ltd    



 導入設備と効果 

導入設備とフロー 

宿泊滞在施設 

熱交換器から 
水冷ヒートポンプエアコンへ接続 

熱交換器から 
水冷ヒートポンプエアコンへ接続 

井水中継槽 

● 年間を通じ安定した水温の地下水を利用した水冷ヒートポンプパッケージエアコンに 
  よる空調方式を導入する。 
● 2か所の井戸によって汲み上げた地下水は井水中継槽を経由して宿泊滞在施設・子育て 
  支援施設に分配する。井水は熱交換器を介して各施設の空調機に接続される。 
● 空調利用後の井水は、夏季はランドスケープへ灌水、冬季は無散水融雪へと 
  カスケード（多段階）利用される計画としている。 
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子育て支援施設 



導入設備と効果 
設備配置図 
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導入設備と効果 

消費エネルギー・CO2排出削減効果 

約15%削減 

約15%削減 
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コ ン テ ン ツ 

１． 地球温暖化と再生可能エネルギー 

２．「再生可能エネルギー」が置かれた現状 

３．新FIT制度の施行 

４．関東中心の熱利用の導入事例紹介 

５．好事例の紹介 

６．おわりに 



お わ り に 

◆ 世界的には、再生可能エネルギーは基幹電源 

    へとシフトしている。前提は、コストの低下と安定 

    電源化 

◆ 改正FIT法は、コスト低減と長期安定発電事業化を 

    図るもので、地域との共生は必須である。不適切 

    案件は認定取り消しの対象になる。 

◆ ポストFITとして、系統制約の課題が残るが、FIT 

    依存型市場からの脱却が自立化には不可欠 

◆ 再生可能エネルギー熱利用の導入例の一部と 

    好事例を紹介したが、再エネ熱利用は潜在需要が 

    大きく、地域特性を活かした導入拡大が望まれる。 


